
第７回「建築構造用鋼材と利用技術セミナー」開催案内 
主 催 一般社団法人日本鉄鋼連盟 

開催目的 一般社団法人日本鉄鋼連盟は健全なる鉄骨造建築の普及を目的とした諸活動を行っております。そのひ

とつとして 1995 年度から毎年「建築構造用鋼材とその利用技術」講習会を開催してまいりましたが、2014
年度より受講料無料のセミナーとして再スタートいたしました。第７回となる今回は、オンライン形式にて、

建築構造用鋼材の利用技術、新工法等に関する最近の研究成果について、実務的･実践的に解説いた

します。新型コロナウイルス感染症拡大防止対策のため、例年と異なる形式での開催となりますが、ぜひ

多くの皆様のご参加をお待ちしております。 

開催日時 ２０２１年１２月１７日（金）１３：１０～１６：３０ 

会 場 オンライン形式（ライブ配信。受講申込者には事後一定期間オンデマンド配信） 

後 援 国土交通省､国立研究開発法人建築研究所､一般財団法人日本建築ｾﾝﾀｰ､一般社団法人日本建築学会､ 
(予 定 )  公益社団法人日本建築士会連合会､一般社団法人日本建築士事務所協会連合会､公益社団法人日本建築家協会､ 

一般社団法人日本建築構造技術者協会､一般社団法人全国建設業協会､一般社団法人日本建設業連合会､ 
一般社団法人鉄骨建設業協会､一般社団法人全国鐵構工業協会､一般社団法人日本鋼構造協会､ 
一般社団法人日本溶接協会 

時間・演題・講師（都合により時間・演題・講師が変更になる場合があります） 

13:10～13:20 「開会挨拶」 

建築委員会 委員長（ＪＦＥスチール(株) 建材センター 建材技術部 建築技術室主任部員(部長）） 村上 行夫

13:20～13:35 「建築構造用 TMCP 鋼材 溶接施工指針 第 2 版」 

建築委員会 幹事（ＪＦＥスチール(株) 建材センター 建材技術部 建築技術室長（部長）） 藤沢 清二

13:35～13:50 「建築構造用高強度鋼 780N/mm2 鋼材（H-SA700）利用技術指針 第二版」 

日本製鉄(株) 厚板・建材事業部 建材開発技術部 建築建材技術室 建築技術第一課 上席主幹 伊藤 浩資

13:50～14:05 「低強度溶接材料を用いた超高強度鋼（780N/mm2 級）溶接組立箱形断面柱の溶接施工」 

建築委員会 幹事（(株)神戸製鋼所 建設技術部 建材企画グループ グループ長） 高田 武之

14:05～14:15 休憩 

14:15～14:30 「鉄がサポートするこれからの公共建築物（庁舎設計例含む）」 

建築委員会 副委員長（日本製鉄(株) 厚板・建材事業部 建材開発技術部 部長） 窪田  伸

14:30～14:45 「冷間成形角鋼管の溶接・加工品質向上と施工合理化に関する研究」 

ボックスコラム委員会 幹事（日鉄建材(株) 建築技術部 商品技術室長） 中川 治彦

14:45～15:00 「リサイクル性を考慮した鉄鋼製品の環境負荷計算方法と環境ラベル」 

建設環境研究会 副委員長（日本製鉄(株) 厚板･建材事業部 建材企画課 上席主幹） 平川 智久

15:00～15:10 休憩 

15:10～15:50 「建研・国総研における鉄骨造建築物に関する最近の研究」 

 国立研究開発法人建築研究所 構造研究グループ 研究員 長谷川 隆

国土交通省国土技術政策総合研究所 建築研究部 評価システム研究室長 石原  直

国立研究開発法人建築研究所 建築生産研究グループ 研究員 沖  佑典

15:50～16:30 「低層鋼構造建物の完全倒壊までの余裕度」 

建築鋼構造研究ネットワーク 幹事長（大阪大学 大学院 工学研究科地球総合工学専攻 教授） 多田 元英

受講対象 官公庁、建築設計事務所、建設業、鉄骨加工業、大学・高専教員・学生、学術関連機関等、建築関係者 

受 講 料 無料 

申込方法 ・下記日本鉄鋼連盟ホームページへアクセスし、「受講申込」からお申し込み下さい。 

日本鉄鋼連盟ホーム ＞ 各種ご案内 ＞ 催し物のご案内 ＞ 「建築構造用鋼材と利用技術セミナー」 

https://www.jisf.or.jp/info/event/kenchiku/index.html 

・お申し込みいただいた各受講者のメールアドレス宛、受講申込受付の電子メールを送信しますのでご確

認下さい（迷惑メールボックスに仕分けされる場合もありご注意ください）。 

申込締切 ２０２１年１２月１５日（水）１７：００ 
注意事項 (1)本セミナーは、建築士会ＣＰＤ制度の認定プログラムとなる予定です（３単位）。 

(2)本セミナーは、（一社）日本建築構造技術者協会の JSCA 建築構造士登録更新のための評価点対象セミナーとな
る予定です。 

(3)本セミナーにお申し込み頂いた方の個人情報は、受講申し込みと、別途ご同意を頂いた方への当連盟からの各種
ご案内・アンケート実施以外の目的には使用いたしません。 

(4)日本鉄鋼連盟では、株式会社ティーケーピーに、本セミナーの運営業務を委託しております。個人情報の取扱に
ついては本セミナー以外の目的には使用しない旨、同社と覚書を交わしております。 

 

 
お問合せ先： 一般社団法人日本鉄鋼連盟 業務部 市場開発グループ 担当：白鳥、市川 

電話：(03) 3669‐4815 E-Mail：sijo-kaihatsu@jisf.or.jp 



 
講演要旨 

「建築構造用

TMCP鋼材 溶接施

工指針 第2版」 

建築構造用TMCP鋼材（TMCP325,TMCP355）を対象にした、「建築構造用TMCP鋼材 
溶接施工指針  第１版」を発行済みであるが、今回、建築構造用高性能550N/mm2鋼材

（TMCP385）の施工指針も加え第２版を発行しました。TMCP385は、大臣認定時に付帯され

た各社の溶接施工指針は存在するものの、個社により予熱温度、溶接管理上限などの内容が

異なるため、メーカーの鋼材毎に溶接施工指針を参照する必要があります。本指針は、

TMCP385の利便性をより向上させることを目的として、溶接施工に関する一連の実験を行い、

新たな知見を含め纏めたものです。指針改定の要点を報告します。 

「建築構造用高強

度鋼780N/mm2鋼

材（H-SA700）利

用技術指針 第二

版」 

超高強度鋼は、一般鋼に比べて溶接時の割れ防止のための予熱が必要となることや大入熱

溶接が適用できないなどの溶接施工上の課題を抱えています。また、近年、超高層建物の下

層階の主要柱には、高強度かつ大断面のCFT柱部材が用いられますが、超高強度材料を用

いたCFT柱に対する構造設計法は構築されていませんでした。そのため、今回、超高強度鋼

に超高強度コンクリート（～Fc150N）を組合せた溶接組立箱形断面CFT柱を対象に、角継手

をオーバーマッチング溶接だけでなくアンダーマッチング溶接とした柱部材・柱梁接合部パネ

ルの構造性能に関する研究成果として設計法を取り纏め、本指針第二版に盛り込み、発刊しま

した。それらの内容について紹介します。 

「低強度溶接材料

を用いた超高強度

鋼（780N/mm2級）

溶接組立箱形断面

柱の溶接施工」 

780N/mm2級超高強度鋼の溶接時には、溶接部の強度確保や割れ防止のため入熱を抑制

した溶接が行われ、かつ予熱および後熱を行う場合も多く、この溶接施工性の低さが超高強度

鋼の普及を阻害する要因となっています。 
本報告では、低強度溶接材料の適用による超高強度鋼の溶接施工合理化を検討し，その

期待効果、低強度溶接材料により組み立てられた鉄骨部材およびCFT部材の各々の力学的

挙動、低強度溶接材料を用いた溶接組立箱形断面柱の溶接施工試験について報告します。 

「鉄がサポートす

るこれからの公共

建築物（庁舎設計例

含む）」 

現在、高度経済成長期に建設された多くの建築物が更新時期を迎えており、学校、庁舎な

どの公共建築物に於いても、改築・改修が進んでおります。公共建築物には、地域コミュニティ

ーの中核機能や災害時の防災拠点機能など、様々な機能が求められます。また、人口動態や

社会制度等の変化に伴い、求められる機能も変化して行きます。本講演では、公共建築物に

求められる機能に対応した鉄骨造の特徴や実施例の他、建設コスト・居住環境に関する調査

結果をご紹介します。 

「冷間成形角鋼管

の溶接・加工品質向

上と施工合理化に

関する研究」 

本研究は、鉄骨造建築物の柱材として最も多く使用されている冷間成形角形鋼管柱を対象

に、溶接部の品質向上と施工合理化を目指すものです。具体的には溶接部の要求性能を数

値解析及び構造実験等により明らかにすると共に、溶接部の保有性能を定量的に評価する手

法をまとめ、これにより、鉄骨製作工場認定制度における性能評価基準の入熱量、パス間温度

の管理値を緩和することを目的とします。さらに、柱端の溶接接合部に要求される性能を適切

に評価することで、より一層の施工合理化を図る溶接条件を導出します。今回、研究会の成果

として、冷間成形角形鋼管柱継手における溶接金属の強度と溶接止端形状の評価方法につ

いてご紹介します。 

「リサイクル性を

考慮した鉄鋼製品

の環境負荷計算方

法と環境ラベル」 

鋼材はリサイクル可能な素材の優等生であり、その特性を活かした環境負荷計算方法の規

格化も整備されました。一方、近年は地球温暖化対策への意識が世界中で高まり、あらゆる製

品において環境影響に関する情報開示が求められています。ここでは、鉄鋼製品の環境負荷

の考え方とこれを反映した環境ラベル(EPD)の評価基準や評価事例について紹介します。 

「建研・国総研にお

ける鉄骨造建築物

に関する最近の研

究」 

本講演では、建築研究所及び国土技術政策総合研究所で現在実施している鉄骨造建築物

に関する以下の3つの研究の概要を紹介します。 
(1) 地震時の鉄骨造建築物の損傷検知 
(2) CLT-鉄骨混構造建築物の構造実験と設計方針 
(3) 鉄骨造建築物の間仕切壁に関する実験 

(1)は、建研で実施している梁端部の疲労性能評価式を用いた鉄骨造建築物の損傷検知の

検討です。(2)は、国総研で実施している国交省総プロ「新しい木質材料を活用した混構造建

築物の設計・施工技術の開発」における鉄骨造関連の検討です。(3)は、建研の課題及び鉄連

の「鋼構造研究・教育助成事業」により実施している面内及び面外の外力の同時作用に着目し

た軽量鉄骨下地乾式間仕切壁の耐震性に関する実験です。 

「低層鋼構造建物

の完全倒壊までの

余裕度」 

建築基準法の想定をはるかに超える地震の発生が危惧されるなか、建物が完全倒壊に至る

ことで取り返しようのない人的・物的被害が生じるまでに、どれほどの余裕を有するかを知ること

は極めて有用なことと思います。そのような思いから，建築基準法に則って設計された鋼構造

建物が完全倒壊に至るまでの過程をケーススタディーしたので、その一部を紹介します。 

 


